
品川区職員等の公益通報に関する要綱

制定 平成２１年１月１９日 区長決定

要綱第３号

（一部改正 平成２１年９月１日 要綱第３７９号）

（目的）

第１条 この要綱は、職員等が知り得た行政運営上の違法または不当な行為等に

対する公益通報および相談（以下「公益通報等」という。）について、必要な

事項を定めることにより、法令遵守の徹底および通報をした職員等の保護を図

り、もって適法かつ公正な区政運営に資することを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。

（１） 職員 品川区（以下「区」という。）に勤務する一般職および特別職

の職員（学校教職員を含む。）をいう。

（２） 職員等 次に掲げる者をいう。

  イ 職員

  ロ 区から事務または事業を受託した者（以下「受託者」という。）およ

びその役員ならびに当該受託業務に従事している者

  ハ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定

する指定管理者およびその管理する公の施設の管理の業務に従事してい

る者

  二 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備

等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）に基づく労働者派遣契約に

より区の業務に従事している者

  ホ イからニまでに掲げる者であったもの

（３） 公益通報 区政の適正かつ公正な執行を期することを目的に、職員等

により行われる通報をいう。

（４） 公益通報者 公益通報を行った職員等をいう。

（５） 公益通報相談員 職員等からの公益通報等を受けるために設置する外

部機関で、弁護士の資格を有する者をいう。

（６） 相談 具体的な事実を示さず、公益通報に関して助言を求める行為を

いう。

（公益通報の手続）

第３条 職員等は、区の事務もしくは事業、受託者の当該受託業務または指定管

理者が管理する公の施設の管理業務に関し、次の各号に掲げる事実があると思

われるときは、次条に規定する通報窓口に、原則として書面により、公益通報

を行うことができる。

 （１） 法令（条例、規則等を含む。）に違反し、または違反することとなる

おそれのある事実

 （２） 人の生命、身体、財産その他の権利利益を害し、またはこれらに重大

な影響を与えるおそれのある事実（前号に該当する事実を除く。）

 （３） 前各号に掲げるもののほか、行政運営上の不当な事実

２ 前項の規定にかかわらず、職員等は他人に損害を与える目的その他不正の目

的または自らや自らの属する組織のための私的利益を得る目的で、通報を行う

ことはできない。



３ 公益通報は原則として実名により行うものとする。ただし、第１項各号に掲

げる事実があることについて客観的に証明できる資料がある場合は、この限り

でない。

４ 公益通報は、第１項各号に掲げる事実について客観的に証明できる資料があ

る場合は、できる限り当該資料を添付しなければならない。

５ 職員等は、公益通報にあたっては確実な資料に基づき誠実に行うよう努めな

ければならない。

（通報および相談窓口）

第４条 公益通報等は、通報受付担当あてまたは公益通報相談員あてに行うもの

とする。

２ 通報受付担当は総務部人事課人事係長、総務部総務課総務係長および教育委

員会事務局庶務課庶務係長の職にある者とする。

３ 通報受付担当および公益通報相談員は、次の各号に掲げる場合においては通

報を受付けないことができる。

 （１） 通報内容が真実でないことが通報時において明らかな場合

 （２） 通報内容が著しく不分明な場合

４ 通報受付担当または公益通報相談員は、公益通報等を行った職員等に対し、

公益通報等をしたことを理由とする不利益な取扱いのないことおよび公益通報

者の秘密が保持されることを説明しなければならない。

５ 通報受付担当または公益通報相談員は、職員等から公益通報を受付けたとき

は、直ちにその通報内容を次条に規定する公益通報委員会へ報告しなければな

らない。

（公益通報委員会）

第５条 職員等からの公益通報の処理を行うため、公益通報委員会（以下「委員

会」という。）を設置する。

２ 委員会は、総務部長、教育委員会事務局教育次長、総務部総務課長、総務部

人事課長、教育委員会事務局庶務課長、総務部総務課文書係長および公益通報

相談員を委員として構成する。

３ 委員会に委員長を置き、総務部長をもって充てる。

４ 委員会は、委員長が招集し、主宰する。

５ 委員長に事故があるときまたは欠けたときは、委員長があらかじめ指定した

委員がその職務を代理する。

６ 公益通報にかかる調査等の事務を補助するため、総務部人事課に事務局を置

く。

７ 委員会は、調査等が適正に行われるよう事務局を監督しなければならない。

（秘密の保持の徹底）

第６条 委員会の委員、事務局の職員および通報受付担当は、公益通報等に関し

て知り得た秘密を漏らしてはならない。また、この職を退いた後も同様とする。

（特定の事件についての制限）

第７条 公益通報の処理に従事する者は、自己もしくは父母、祖父母、配偶者、

子、孫もしくは兄弟姉妹の一身上に関する事件または自己もしくはこれらの者

の従事する業務に直接の利害関係のある事件については、調査することができ

ない。

（不利益取扱いの禁止）

第８条 公益通報者は、正当な公益通報をしたことを理由として、いかなる不利

益な取扱いも受けない。



２ 正当な公益通報をしたことを理由として不利益な取扱いを受けた公益通報者

は、その旨を委員会に申し出ることができる。この場合において、当該公益通

報者が当該公益通報を行った後に受けた不利益な取扱いは、特段の理由がない

限り、当該公益通報をしたことを理由としてなされたものと推定する。

（調査の実施）

第９条 通報受付担当から公益通報の受付けについて報告を受けた委員会は、公

益通報の受理または不受理を決定し、公益通報の受理を決定したときは、遅滞

なく事実確認のための調査を開始しなければならない。

２ 委員会は、公益通報を受理したときはその旨を、受理しないときはその旨お

よびその理由を公益通報者に対し、遅滞なく通知しなければならない。

３ 委員会は、前条第２項の規定により不利益な取扱いを受けた旨の申出を受け

たときは、当該不利益な取扱いを受けた旨の申出について調査しなければなら

ない。

４ 委員会の委員および調査に従事する者は、公益通報者の秘密を守るため、公

益通報者が特定されないよう十分に配慮するとともに、利害関係人の秘密、信

用、名誉およびプライバシー等に配慮しなければならない。

５ 委員会は、調査の進捗状況について、公益通報者に対し適宜通知するよう努

めるものとする。

（調査結果の報告）

第１０条 委員会は、調査の結果、違反等の事実があると認めるときは、その内

容を明らかにする資料を添えて区長に報告しなければならない。

２ 委員会は、調査の結果、違反等の事実がないと認めるときまたは、違反等の

事実の存否が明らかにならないときは、その旨を区長に報告しなければならな

い。

３ 委員会は、公益通報者に対し、調査の結果を通知しなければならない。ただ

し、本人が希望しない場合は、この限りでない。

（改善等の措置）

第１１条 区長は、前条第１項の規定による報告により違反等の事実があると認

めるときは、速やかにその改善または防止のための必要な措置を講じ、または

当該措置を講ずるよう勧告しなければならないとともに、必要に応じ関係者の

処分を行う。

２ 区長は、前条第１項の規定による報告により公益通報者が不利益な取扱いを

受けたと認めるときは、当該不利益な取扱いの取消し、中止その他必要な措置

を講じ、または当該不利益な取扱いを行った者に対して、当該措置を講ずるよ

う勧告しなければならないとともに、必要に応じ当該不利益な取扱いを行った

者の処分を行う。

３ 区長は、第１項の規定により改善等の措置を行ったときは、当該措置に至る

経緯およびその内容等の概要について、速やかに公表しなければならない。

（職員等の責務）

第１２条 職員等は、委員会の調査の実施にあたって、これに協力しなければな

らない。この場合において、調査に協力した職員等は、調査によって知り得た

秘密を漏らしてはならない。

（運用状況の公表）

第１３条 区長は、毎年度、公益通報の通報件数等の運用状況について、公表す

るものとする。



（運用上の配慮）

第１４条 この要綱の運用にあたっては、関係者の人権が不当に侵害されること

のないよう努めなければならない。

（委任）

第１５条 この要綱の実施について、必要な事項は教育委員会事務局教育次長と

協議のうえ総務部長が別に定める。

付 則

この要綱は、平成２１年２月１日から施行する。 


